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適用される重罪刑は第 7 級〔レベル 7〕と第 6 級〔レベル 6〕の 2 段階とし，軽
































なお， 「第 4章 刑罰」 の第 2 節に 「宥恕事由」 として， 刑の宥恕事由 （31 条） 



















































































的虐待に関する 1995 年 4 月 13 日法においても，未成年者に対して実行され
た性犯罪の行為者に対する特別でかつ事前の意見聴取に関する規定が置かれ
ている25）。1995 年法の規定の執行を担保するため，1998 年 10 月 8 日に，
連邦政府とフラマン語共同体間，連邦政府とワロン地域間において，それぞ

















改正草案 33 条は，重罪刑として 2 種類の刑を規定する。第 7 級 〔レベル 7〕 





とになる。減軽事由が認められた場合， 第 7 級 〔レベル 7〕 の刑は， 第 6級 〔レ
ベル 6〕の刑，3 年以上 20 年以下の拘禁刑または 3 年以上 5 年以下の義務づ
けられた治療によって代替される。同じく，第 6 級〔レベル 6〕の刑は，3 年
以上 20 年以下の拘禁刑または 3 年以上 5 年以下の義務づけられた治療に
よって代替される。
（2）　主刑としての軽罪刑（34 条）
主刑としての軽罪刑は，第 5 級〔レベル 5〕から第 1 級〔レベル 1〕の 5 段階
からなる。




目される。拘禁刑の法定期間は，第 5 級〔レベル 5〕の刑は，15 年以上 20 年
以下であり，減軽事由が認められた場合，5 年以上 15 年以下の拘禁刑また
は第 2 級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。第 4 級〔レベル 4〕の刑
は，10 年以上 15 年以下であり，減軽事由が認められた場合，5年以上 10 年
以下の拘禁刑または第 2 級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。第 3
級〔レベル 3〕の刑は，5 年以上 10 年以下であり，減軽事由が認められた場
合，第 2 級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。第 2 級〔レベル 2〕の
刑は，1 年以上 5 年以下である。第 1 級〔レベル 1〕の軽罪刑については，拘
禁刑を言い渡すことができない。
第 2 級〔レベレ 2〕の軽罪刑については，拘禁刑のほか，1 年以上 5 年以下
の期間の義務づけられた治療，1 月以上 1 年以下の期間の電子監視刑，120
時間以上 300 時間以下の労働刑， 12 月以上 2 年以下の保護観察刑， 有責性を
宣告する有罪判決，が定められている。また，減軽事由が認められた場合，
第 2級〔レベル 2〕の刑は第 1級〔レベル 1〕の刑の一つによって代替される。
第 1 級〔レベル 1〕の刑としては，250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下の罰
金，20 時間以上 120 時間以下の労働刑，6 月以上 12 月以下の保護観察刑，
没収，犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑，有



















護観察刑等を導入するとともに，現行刑法 41 条の 2 に規定される拘禁刑の
罰金刑への転換は削除された30）。
（1）　法人に適用される重罪刑（36 条）
法人が犯した重罪に適用される主刑は，第 7 級〔レベル 7〕及び第 6 級〔レ
ベル 6〕の 2 段階からなり，懲役刑は罰金によって代替される。第 7 級〔レベ
ル 7〕の刑は，3.000.000 ユーロ以上 4.320.000 ユーロの罰金からなる。第 6
級〔レベル 6〕の刑は，1.200.000 ユーロ以上 3.000.000 ユーロの罰金からな
る。
減軽事由が認められる場合，第 7 級〔レベル 7〕の刑は第 6 級〔レベル 6〕の
刑または第 5 級〔レベル 5〕から第 2 級〔レベル 2〕の主刑の一つによって代替
される。同じく，減軽事由が認められる場合，第 6 級〔レベル 6〕の刑は第 5
級〔レベル 5〕から第 2級〔レベル 2〕の主刑の一つによって代替される。
（2）　法人に適用される軽罪刑（37 条）
自然人に適用される刑罰と同様に，法人に適用される主刑としての軽罪刑
は，第 5級〔レベル 5〕から第 1級〔レベル 1〕の 5段階からなる。
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第 5級〔レベル 5〕の刑は，900.000 ユーロ以上 1.200.000 ユーロの罰金から
なる。減軽事由が認められる場合，第 4 級〔レベル 4〕，第 3 級〔レベル 3〕ま
たは第 2級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。
第 4 級〔レベル 4〕の刑は，600.000 ユーロ以上 900.000 ユーロの罰金から
なる。減軽事由が認められる場合， 第 3 級 〔レベル 3〕 または第 2級 〔レベル 2〕 
の刑の一つによって代替される。
第 3 級〔レベル 3〕の刑は，450.000 ユーロ以上 600.000 ユーロの罰金から
なる。減軽事由が認められる場合，第 2 級〔レベル 2〕の刑の一つによって代
替される。
第 2 級〔レベル 2〕の刑は，次の刑の一つからなる。15.000 ユーロ以上
450.000 ユーロ以下の罰金，15.000 ユーロ以上 450.000 ユーロ以下の予算の
共同体のための給付，12 月以上 2 年以下の保護観察刑，2 または複数の第 1
級〔レベル 1〕の刑の併合，有責性を宣告する有罪判決，である。減軽事由が
認められる場合，第 2 級〔レベル 2〕の刑は第 1 級〔レベル 1〕の刑の一つに
よって代替される。
第 1 級〔レベル 1〕の刑は，次の刑の一つからなる。250 ユーロ以上 15.000
ユーロ以下の罰金，250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下の予算の共同体のため
の給付，解散，6 月以上 12 月以下の期間の保護観察刑，1 年以上 10 年以下
の期間の社会的目的に関連する活動の実行の禁止，没収，犯罪から期待され
または得られた利益に応じて定められた財産刑，1 年以上 10 年以下の期間
の公契約への参加からの排除，施設の閉鎖，有責性を宣告する有罪判決，で
ある。
共同体のための給付 （改正草案 39 条） は改正草案で新設された刑罰である。
1 年以上 10 年以下の期間の社会的目的に関連する活動の実行の禁止（改正草














る付加刑は，罰金，没収，1 年以上 10 年以下の期間の社会的目的に関連す
る活動の実行の禁止，解散，施設の閉鎖，有罪判決の公表，である。さら
に，改正草案では，刑罰の多様化に対応して，新たな付加刑として，犯罪か
ら期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑，1 年以上 10 年
以下の期間の公契約への参加からの排除，を導入している。











対象となる刑罰は，第 1 級〔レベル 1〕または第 2 級〔レベル 2〕の刑であ






与えることができる。有罪判決を受けた法人が，第 2 級〔レベル 2〕の共同体
のための給付に充てなければならない予算額は，15.000 ユーロ以上 450.000
ユーロ以下である。第 1 級〔レベル 1〕の共同体のための給付を言い渡された

















が，解散命令は公法人に対して言い渡すことはできない（40 条 1 項）。法定の
条件を充足すれば，解散は，第 1 級〔レベル 1〕の主刑またはその他の第 1 級
〔レベル 1〕の主刑と併科される場合には第 2 級〔レベル 2〕の主刑として，あ
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るいは， 付加刑として， 言い渡すことができる。裁判官は， 解散を決定すると




改正草案 41 条は現行刑法 36 条の適用範囲を拡張している。改正草案 41 条
は，社会的目的に関連する活動の実行の禁止を第 1 級〔レベル 1〕（他の刑と併
科される場合には，第 2 級〔レベル 2〕）の主刑あるいは付加刑として位置づけて







しを受けた者の負担により官報において公表される（41 条 2 項）。
言い渡された禁止を遵守しない場合，刑の言渡しを受けた者に対して刑罰
を遵守する必要性を強調するため，第 2 級〔レベル 2〕の刑で処罰可能な犯罪




する決定をすることができる（41 条 4 項）。
（7）　公契約への参加からの排除（42 条）
公契約への参加からの排除については，土木工事請負業者の承認の組織化




排除は，法人に対して第 1 級〔レベル 1〕の主刑として言い渡すことができる
が，選択的な付加刑として言い渡すことも可能である。
法人が重罪または軽罪の主体として有罪判決を受けたときは，裁判官は，
1 年以上 10 年以下の期間の公契約への参加からの排除を言い渡すことがで
きる。この刑罰は，基本的には第 1 級〔レベル 1〕の主刑である（他の第 1 級








拘禁刑に関する改正草案 43 条は，基本的には現行刑法 25 条を継承しなが




ならないので，1 年未満の期間である可能性もある。なお，拘禁刑の 1 年は
365 日であることが明示されている38）。
（2）　判決前の拘禁期間の参入（44 条）

































及び期間に関する提案が含まれる（46 条 § 2・1 項）。異議申立を保障するため
に，被告人は，自らが選んだ医師による診断を受け，その医師の意見を提出
することができる（46 条 § 2・2 項）。受刑者が治療に参加することを促進する
と同時に，治療が不可能な場合や治療の継続が難しい場合には，裁判官は予




権利に関する 2006 年 5 月 17 日法に基づいて管理される（46 条 § 4・1 項）。義
務づけられた治療が命じられたとき，受刑者が刑事施設に収容されていた場
合には，当該治療は，治療を命じた裁判所が指定した別施設において暫定的






る（46 条 § 5）。
6　電子監視刑，労働刑及び保護観察刑
（1）　電子監視刑（47 条）
電子監視刑は，2014 年 2 月 7 日法によって現行刑法典に導入された刑罰
であり， 電子監視を独立の刑罰として位置づけたものである46）。電子監視刑












電子監視刑は第 2 級〔レベル 2〕の主刑としての軽罪刑である。減軽事由が
認められる場合には，第 3 級〔レベル 3〕から第 5 級〔レベル 5〕の軽罪刑の代
替刑となりうる（草案 34 条を参照）。但し，減軽事由が認められたとしても，























































で設立された財団において執行される（48 条 § 2・2 項）。
労働刑は第 2 級〔レベル 2〕または第 1 級〔レベル 1〕の軽罪刑と位置づけら
れている。
第 2 級〔レベル 2〕の労働刑は，120 時間以上 300 時間以下であり，第 1 級
〔レベル 1〕の労働刑は，20 時間以上 120 時間以下である。減軽事由が認めら
れる場合には，第 3 級・第 4 級・第 5 級〔レベル 3～レベル 5〕の軽罪刑を第 2

















を決定する （48 条 § 4）。なお，労働刑の執行には，受刑者の明示的な同意が








保護観察刑は，2014 年 4 月 10 日法によって導入された比較的新しい刑罰
であるが56）， その後， 2016 年 2 月 5 日法による改正で見直しがなされた57）。

























察に関する 1964 年 6 月 29 日法の枠内で，命令された保護観察のために定め
られた期間に基づき算定されるが，その期間は 24 時間以上 240 時間以内で
なければならない62）。
保護観察刑は，第 2 級〔レベル 2〕または第 1 級〔レベル 1〕の軽罪刑であり
主刑である。第 2 級〔レベル 2〕の保護観察刑は 1 年以上 2 年以下，第 1 級
〔レベル 1〕の保護観察刑は 6 月以上 12 月以下となる。労働刑と同様に，第 2
級〔レベル 2〕の保護観察刑は，酌量減軽が認められた第 3 級〔レベル 3〕から
第 5級〔レベル 5〕の軽罪刑の代替刑として言い渡すことができる。但し，減



























的ガイダンス（指導）に服さなければならない（49 条 § 2・3 項）。国王が，各
共同体と協議のうえで，社会的ガイダンス，訓練，職業実習及び市民の役務
の具体的内容と態様を決定する（49 条 § 2・4 項）。
刑の執行形態の柔軟性を確保するために，行刑裁判所が特別に義務づけら
れる条件等の修正を行うことが認められている（49 条 § 4・1 項）。また，職権
で，特別な義務の全部または一部を停止し，特別な義務を明示し，または特



























改正草案では，罰金は，自然人に対して，第 1 級〔レベル 1〕の主刑と位置








































































































で， すべての犯罪が対象となりうる。具体的には， 詐欺罪等で 20.000 ユーロ
の利益を得た場合，詐欺罪に予定される主刑で処罰されるほか，20.000 ユー
ロの没収を命じられるとした場合，行為者には，犯罪から得た利益に応じて














判断した。改正草案では，強制的な権利の剥奪は，第 7 級〔レベル 7〕の刑す
なわち重罪刑の場合に限定され，第 2 級〔レベル 2〕から第 6 級〔レベル 6〕の
刑については選択的に権利の剥奪を言い渡すことができるとしており，さら
に，その期間も無期懲役 （第 7 級） の場合には終身 （2 項），その他の刑につい
ては 5 年（3 項）とされているので，フランス刑法 131-26 条と比較しても































































































ていること， の 3 要件が必要とされる95）。現行刑法の累犯の規定では，重罪
刑の後の重罪の累犯（54 条），重罪刑の後の政治犯罪（55 条），重罪刑の後の
軽罪（56 条 1 項），軽罪刑の後の軽罪（56 条 2 項）に区別し，刑法 57 条は軍事

















ては，判決確定の日から 5 年という期間内を設定して，5 年経過前に新たな
犯罪が実行された場合に累犯とすること，累犯には 1階級重い刑罰を加える
ことができるとして，累犯加重は選択的に行うことができるとしている。





改正草案の罪数に関する規定は，61 条の科刑上一罪と 62 条の犯罪競合で



























いる109）。同条は，〈 concours constitué d’un seul fait 〉という文言で表され
ており，直訳すれば「一罪を構成する競合」となるが，その意味するところ
をとらえて，「科刑上一罪」と訳出しておく。観念的競合の場合には，最も
重い刑を科すが， 付加刑については併科も可能である。例えば， 第 3級 〔レベ
ル 3〕 の刑で処罰される犯罪と第 2級 〔レベル 2〕 の刑で処罰される犯罪とが一





を除き，併科に制限はない（刑法 58 条）。1 または複数の軽罪刑と 1 または複
数の違警罪刑の競合の場合，併科は可能であるが，長期の 2倍を超えること
はできず， かつ， 禁錮刑の場合は 20 年を超えることはできず， または， 労働
刑の場合は 300 時間を超えることができないという制限がある （刑法 59 条）。
複数の軽罪刑の競合の場合も，併科は可能であるが，長期の 2倍を超えるこ
とはできず，かつ，禁錮刑の場合は 20 年を超えることはできず，または，
労働刑の場合は 300 時間を超えることができないという制限がある （刑法 60
条）。重罪刑と 1 もしくは複数の軽罪刑または 1 もしくは複数の違警罪刑の
競合の場合，吸収主義をとり重罪刑のみが言い渡される（刑法 61 条）。複数
の重罪刑の競合の場合，吸収主義をとり最も重い刑のみが宣告されるが，有
期懲役または 15 年以上 20 年以下の禁錮もしくはその期間以下の場合には，









一罪として処理されない犯罪競合（concours constitué de plusieurs faits）につ
いては改正草案 62 条に規定される。改正草案 62 条 § 1 は，確定判決を経て
いない複数の犯罪行為から生じた複数の犯罪を犯罪競合と定義する。犯罪競
合の場合の刑の処断については 62 条 § 2 以下に規定される。
犯罪競合となる犯罪の一つが第 6 級〔レベル 6〕または第 7 級〔レベル 7〕の
重罪刑で処断されるときには，付加刑を除き，最も重い刑を科し，その他の






を加重することもできるが，第 5 級〔レベル 5〕または第 1 級〔レベル 1〕の場
合には，刑の加重はできない。適用できる刑のレベルが 1 であったときに
は，異なった主刑を併科して科すことができる（62 条 § 3・1 項）。第 5 級〔レ
ベル 5〕の刑について階級を 1 段階加重すれば，軽罪刑から重罪刑に刑の性
格が変更されてしまうことになるので，第 5 級〔レベル 5〕の刑の加重はでき
ないことになる。また，自由刑は最後の手段であることが原則であるので，
自由刑がそもそも選択可能な刑として規定されていない第 1 級〔レベル 1〕の









る。例えば，同時に裁判されない二つの犯罪がそれぞれ第 2 級〔レベル 2〕の
刑（拘禁刑を選択すれば，1 年以上 5 年以下となる）で処断される場合，第 2 の裁
判官は量刑に際して，第 1の裁判官が 5年の拘禁刑を言い渡していたことを
考慮しても，3 年の拘禁刑を言い渡すことは可能である。この場合，合計す









〔事例 1〕　第 2 級〔レベル 2〕の刑で処罰される二つの犯罪が競合し同時的
に裁判された場合，長期 10 年の拘禁刑を言い渡すことができる（第 2 級〔レ
ベル 2〕の拘禁刑（1 年以上 5 年以下） を 1 階級上（第 3 級〔レベル 3〕） の拘禁刑（5 年
以上 10 年以下）に加重する）。同時的に裁判されない場合を想定し，第 1の裁判
官が 300 時間の労働刑を言い渡していた場合，第 2の裁判官は長期 5年の拘
禁刑を言い渡すことができる。第 1の裁判官が長期 5年の拘禁刑を言い渡し
ていた場合，第 2の裁判官は 300 時間の労働刑または長期 5年の拘禁刑を言
い渡すことができる116）。
〔事例 2〕　第 3 級〔レベル 3〕の刑で処罰される二つの犯罪が競合し同時的
に裁判された場合，長期 15 年の拘禁刑を言い渡すことができる（第 3 級〔レ
ベル 3〕 の拘禁刑（5年以上 10 年以下） を 1階級上の第 4級〔レベル 4〕 の拘禁刑（10 年
以上 15 年以下）に加重する）。同時的に裁判されない場合を想定し，第 1の裁判
官が 10 年の拘禁刑を言い渡していた場合，同時的に裁判された場合の拘禁
刑の長期 15 年を超えることはできないので，第 2 の裁判官は長期 5 年の拘
禁刑または 300 時間の労働刑を言い渡すことができる117）。
〔事例 3〕　第 1 級〔レベル 1〕の刑で処罰される二つの犯罪が競合し同時的






〔事例 4〕　第 5 級〔レベル 5〕の軽罪の競合に関係する場合，裁判官は最初
に言い渡された刑を考慮しなければならないという原則を想起することが重
要である。同時的に裁判されない事案で，第 5 級〔レベル 5〕の主刑には加重
できないことから，第 1 の裁判官が長期 20 年の拘禁刑を言い渡していた場
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合，第 2 の裁判官は付加刑を言い渡すことしかできない。第 1 の裁判官が
















































執行猶予の期間についても統一が図られ，改正草案では，1 年以上 5 年以








また，保護観察の条件に，20 時間以上 240 時間以下の期間の訓練を受ける
義務を含むことができる（63 条 § 2・3 項）。行刑裁判所が，当事者の状態を考
慮して，肉体的または知的な能力に応じて受けるべき訓練の性質と訓練を受







場合，③ 既判事項の確定力を有した判決においてまたは 73 条に従って考慮
された判決において，保護観察の期間中，執行猶予付き有罪判決の原因と
なった犯罪に照らして，新たな犯罪が累犯の状態で実行されたことが確認さ































































































〔レベル 5〕から第 3 級〔レベル 3〕の軽罪刑については 10 年，第 2 級〔レベル
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V　お わりに
ベルギー刑法の全面的な改正作業は今後も着実に継続されていくことと思
われる。今回は「刑法典第 1 編 総則」に関する諸規定についてその概要を
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である。
